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Ⅲ 発明の説明
①　発明の技術分野
(例：本発明は、〇〇に関する新規な製造方法に関する。)

② 背景技術(従来技術とその問題点）
(この発明が解決しようとする従来技術の課題、改善が望まれていた点を具体的に記載。参考文献や特許文献があれば記載)
③ 課題を解決するための手段
(上記の問題点を、本発明がどのような構成・手段で解決するのかを具体的に記載。)
④ 発明の実施例（実験データ等）
(発明の攻勢を具体的に示す図面、実験結果、データ等を添付・記載。)
⑤ 発明の効果
(従来技術と比較して、本発明がもたらす優れた効果(品質向上、コスト削減、新規機能など)を具体的に記載。)


Ⅳ 特許請求の範囲
(発明の権利範囲を特定する重要な項目。権利化したい内容を箇条書きで記載。)
【請求項１】
【請求項２】

Ⅴ 発明を囲む情報
1 学会・論文等での発表
☐ 発表済み：年月日、学会名、論文名
☐ 発表予定：年月日、学会名、論文名
☐ 発表の予定なし
2 共同研究の状況
・共同研究の有無：有/無
・共同研究機関名・企業名：
・契約状況(共同出願契約の有無など)：
3 研究資金
・公的資金の利用：有/無（科研費、JST、NEDOなど）
・プロジェクト名：

Ⅵ 先行技術調査と本発明の優位性
1. 先行技術用調査の結果
(調査したデータベース(J-Platpat、GooglePatents等)、キーワード、発見された選考文献(特許、論文)を記載。)
・文献１：
・文献２：
2. 従来技術との比較と本発明の優位性
(上記の先行技術と本発明を比較し、新規性・進歩性の観点から、本発明のどこが優れているのか、どのような独自性があるのかを明確に説明。)

Ⅶ 事業化計画
1. 市場性分析
1 ターゲット市場と顧客
(どの業界・分野の、どのような課題を持つ顧客をターゲットとするか。)
2 市場規模と成長性
(ターゲット市場の現在の規模、今後の成長見込みについて、具体的な数値を交えて記載。)
3 競合技術・競合企業
(競合となる技術や製品、サービス、それらを提供する企業について記載。)
4 参入障壁と本発明の競争優位性
(市場への参入障壁(技術、コスト、規制等)と、それらを乗り越えるための本発明の強みを記載)

2. 事業化戦略
1 想定されるビジネスモデル
（製品・サービスの開発・製造・販売、ライセンスアウト、技術指導など、どのように収益を上げるかを記載。）
2 事業化の形態
（共同研究開発、大学発ベンチャー設立、M&Aなど、最も効果的と考える事業化の進め方を記載。）
3 事業化までのロードマップ
（研究開発、製品化、量産化、販売開始といったマイルストーンを時系列で記載。）
4 協業を検討したい企業
（技術、販路、資金などの面で連携したい具体的な企業名とその理由を記載。）
3. 収益性評価
1 収益モデルと価格設定
(ライセンス料率、製品価格、サービス料金などの具体的な想定を記載。)
2 想定コスト
(研究開発費、設備投資、製造コスト、販売管理費など、事業化に必要なコストを概算。)
3 期待される収益予測
(売上高、利益の予測を記載(例：３年後、５年後など)
4. 知的財産戦略
1 国内外の出願戦略
(国内出願後の外国出願の要否、対象国、その理由について記載。)
2 周辺・改良発明の取り扱い
(本発明に関連する発明の権利化方針、特許ポートフォリオの構築について記載。)
3 ノウハウによる秘匿化
(特許化せず、ノウハウとして秘匿すべき技術があれば記載。)
5. 事業化のリスクと課題
1 技術的リスク
(量産化の課題、代替技術の登場可能性など。)
2 事業的リスク
(市場の需要変化、競合の動向、資金調達など。)
3 法規制等
(事業化にあたり関連する法律、規制、業界標準などがあれば記載。)
